
◇「新たなプラットフォームを活用した建物管理サービス」の提供を開始　鹿島建設／ 12月 4日付け
　鹿島建設と鹿島建物総合管理は、日本マイクロソフトと連携し、建物管理プラットフォーム「鹿島スマート
BM」を開発、サービスの提供を開始した。空調や照明などの稼働状況、温度や照度などの室内環境、並びにエネ
ルギー消費量など、建物に関する様々なデータを、IoT を活用してマイクロソフトのクラウドプラットフォーム 
Microsoft Azure に蓄積、プラットフォーム上で AI を用いて分析することで、設備の最適調整や省エネルギー
支援によるランニングコストの削減、機器の異常や故障の早期把握などを実現する。
　既に累計約 60 件を国内の既存建物に適用済みで、今年度中の累計 100 件の本格適用を目標に、さらなる展開
を進めていく。

◇「AI による構造物の振動制御技術」を開発　大林組／ 12月 11日付け
　大林組は、Laboro.AI と共同で、AI 技術の一つである強化学習をアクティブ・マスダンパー（AMD）に適用
する手法を開発し、大林組技術研究所本館内のブリッジに設置されている AMD に試験適用して高い制振効果が
得られることを確認した。
　業界に先駆けてブリッジの AMD に強化学習を適用することで、装置の能力や実際の環境などに合わせて振動
を制御することを可能とした。強化学習は従来の理論に基づく方法とは異なり、試行錯誤を重ねることで力の出
し方を学習する。
　この試行錯誤はコンピューターで実際のブリッジの揺れをシミュレーションすることにより行うが、シミュレー
ションの段階で装置の能力や実際の環境などを組み込んだうえで学習する。そのため、従来の理論に基づく方法
を適用した場合よりも、より実際の環境に適応した力を出すことができるようになり、その結果、高い制振効果
を得ることができた。

◇「働き方改革の推進に向け、時間外労働削減に伴う成果を従業員へ還元」　東急建設／ 12月 13日付け
　東急建設は、働き方改革を一層推進するため、時間外労働削減に伴う成果を従業員へ還元する「時間外労働削
減報奨金」を、この度支給することとした。
　「時間外労働削減報奨金」は、若手・中堅社員を中心とした「キャリア職（総合・一般職）」（全従業員の約４割）
を対象とし、時間外労働削減を進める上で障壁となっていた収入面の減少に対し、削減成果に応じてそれを一部
補填する取り組みである。また、この支給により、「残業を前提としない働き方」の意識づけをより強化し、業務
効率化を促進することで、働き方改革の一層の推進を図る。
　支給額は、働き方改革が本格化する前の 2017 年度を基準年度とし、それに対する 2018 年度の「1 人あたり
時間外労働・休日出勤時間数」が、総合技術職で年平均 52 時間、総合事務職で同 5 時間の削減が確認されたこ
とから、それら削減時間分の時間外手当相当額を報奨金として支給することとした。

 ◇「BIM モデルを用いたプレキャスト工事統合施工管理システムを開発・運用開始」　五洋建設／ 12 月 16 日付
け
　五洋建設は、BIM モデルを活用して建築工事を統括管理する「五洋建設統合施工管理システム」の開発と現場
展開を推進している。その取り組みの初弾として、「プレキャスト工事統合施工管理システム」を開発し、2019
年 9月より「武蔵小山駅前通り地区第一種市街地再開発事業施設建築物新築工事」で運用を開始した。
　このシステムにより超高層建物でのプレキャスト工事の進捗状況を「見える化」し、製造・取付の情報を工事

関係者間でリアルタイムに共有することが可能になり、管理業務量を従来の約半分程度に減らし、業務効率を大
幅に改善することができた。
　同様のシステムはこれまでも各社で検討されてきたが、BIM ツール操作の習熟度や専用の機器を必要とし、建
設現場や製作工場の関係者全員での活用が難しい側面があった。そこで、習熟度や専用の機器を不要とし、職員
や作業員がタブレット等から BIM の 3 次元モデルの部材を選択して取付計画や実績を入力する等、簡便に操作で
きるシステムを開発した。また、閲覧に関しては QR コードによりスマートフォンからも最新情報へアクセスで
きる。

◇小型・最軽量の汎用型スチールメジャー「くるくるメジャー」を開発　大成建設／ 12月 24日付け
　大成建設は、新潟精機と共同で、建設工事での計測作業に適した小型・最軽量の汎用型スチールメジャー「く
るくるメジャー」を開発した。
　建設現場では、日常的にコンベックスや巻尺等の市販メジャーを使用していますが、これらは大型または手の
ひらサイズでも重量のある場合が多く、現場での持ち運びや計測作業時に扱いにくい状況が生じることから、よ
り小型・軽量で取り扱いが容易なメジャーの潜在的なニーズがあった。
　また、配筋写真など現場内の施工状況を撮影する際、鉄筋に沿わせたメジャーを安定して固定できない状況や
目盛が確認しにくいなど視認性が十分とは言えない場合があり、配筋写真撮影時の市販メジャーの利用には限界
があった。
　このメジャーは、取り扱いが容易で、本体の伸長固定方法や計測対象物への取付方法、目盛の視認性など使い
やすさに工夫を凝らし、計測に関する複数用途に利用できることから、現場での採寸、墨出時などの計測・撮影
作業の効率化に繋がるツールとしての活用が期待される。

◇「千葉県の若手農業法人と清水建設が共同で営農型太陽光発電事業」を展開　清水建設／ 12月 25日付け
　千葉エコ・エネルギー、つなぐファーム、清水建設の三社が、共同で事業開発を進めてきた営農型太陽光発電所「千
葉大木戸営農型太陽光発電所」が、2019年 9月 20日より商業運転を開始した。
　営農型太陽光発電事業は、一つの土地で農業と発電事業を同時に行なう取り組みで、新しい農業の形態として
急激に普及が進んでいる。この事業では清水建設が発電事業を行い、つなぐファームが農業を担い、千葉エコが
発電設備の管理運営を行うことで「アグリマネジメント」サービスを提供する。発電した電気は、清水建設グルー
プによる小売電気事業を通じて需要家に供給を行いながら、地域密着型のビジネスモデルを模索していく。

◇「郡山高校にエアコンを寄付」　淺沼組／ 12月 26日付け
　淺沼組は、南都銀行の SDGs 私募債を通じ奈良県立郡山高校にエアコンを寄付した。今回、南都銀行の SDGs
私募債を通じた社会貢献に賛同して行ったもので、郡山高校がある大和郡山市は創業の地であり、郡山高校の前
身である郡山中学校の校舎や、現高校の食堂も淺沼組が施工した縁から寄付にいたった。

◇「大成建設グループ社員用作業服・ヘルメットをリニューアル」　大成建設／ 1月 9日付け
　大成建設は、社員用作業服とヘルメットを約 30 年ぶりに全面的にリニューアルした。2020 年 4 月から切替
えを開始し、合わせてグループ会社にも展開していく。
　現行の作業服は、制定から 30年近くが経過し、夏の猛暑や厳冬地における業務に対応するために、改めて『夏
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は涼しく、冬は暖かく』をテーマとした素材や生地の見直しが必要となっていた。
　さらに、ヘルメットについても、上方視界の確保、夏期使用時の除熱など、機能面向上の検討が求められてい
たため、これらの課題について、まず、全国の約 500 を超える作業所に改善要望のヒアリングを行い、そこで求
められていた機能を盛り込んだ複数のデザイン案のアンケートを全社員に向けて実施、作業服・ヘルメットの新
しい仕様・デザインを最終決定した。

◇国土交通省『i-Construction 大賞』優秀賞を受賞　東急建設／ 1月 16日付け
　東急建設は、国土交通省が主催する令和元年度「 i-Construction 大賞」において 、「東京メトロ銀座線渋谷駅
移設工事における BIM/CIM の実践」の取り組みが評価され優秀賞を受賞した。
　今回 、1 月 3 日 に 駅ホームが供用開始された「 東京メトロ銀座線渋谷駅移設工事」における 3 次元モデルの
BIM/CIM を活用したさまざまな取り組みが、有効性・先進性・波 及性の観点から、生産性向上の優れた事例と
して表彰された。

◇クラウド型管理システム「CONNET」を発売　フジタ／ 1月 20日付け
　キッズウェイ、大和ハウス工業、フジタの3社は、クラウド型管理システム「CONNET」を共同開発し、キッズウェ
イが、1月 20日より販売を開始する。
　「CONNET」は、フジタの建設現場をはじめ、社内コミュニケーションツールとして先行導入しており、今後、
大和ハウス工業でも導入を予定している。
　「CONNET」は、iOS および Android を搭載したスマートフォンやタブレットに対応したアプリケーション。
最大 4 名でのビデオチャット機能を有しており、ユーザー同士が離れた場所にいてもリアルタイムに状況を共有
できる。また、ホワイトボード機能では、撮影した写真に双方で書き込みをしながら通話が可能なため、より正
確な是正指示が可能となる。建設現場をはじめとしたさまざまな状況で「業務の効率化」、「移動時間の削減」、「確
認待ち時間の短縮」などが見込まれる、働き方改革を推進するアプリケーションとなっている。

◇「大林組の工事に従事した職長が厚生労働大臣顕彰」を受賞　大林組／ 1月 24日付け
　1 月 10 日、厚生労働省講堂で「令和元年度安全優良職長厚生労働大臣顕彰」式典が行われ、大林組の工事に
従事した上嶋工務店の上嶋圭吾さん、須賀組の越智勲さんが安全優良職長として表彰された。この顕彰は、優れ
た技能と経験を有し、高い意識を持って適切な安全活動を行ってきた優良な職長を表彰し、事業場や地域での安
全活動をさらに活性化させることを目的としている。

◇「5Gを活用した i-Construction の実現に向けた実証実験」を実施　大成建設／ 1月 28日付け
　Wireless City Planning とソフトバンクは、大成建設と協力し、総務省の「多数の端末からの同時接続要求を
処理可能とする第 5 世代移動通信システムの技術的条件等に関する調査検討の請負」で、第 5 世代移動通信シス
テムを活用して、トンネル工事現場における作業員の安全管理を目的とした i-Construction の実現に向けた実証
実験を、北海道余市郡で建設中の「北海道新幹線、後志トンネル (落合 ) 他工事で 2019年 12月に実施した。
　日本の生産年齢人口の減少により、さまざまな業種の労働生産性の向上策として、ICT機器などの高度化、デー
タの利活用による移動や労力の削減、生産性の向上が求められている。また、日本は山岳が多いため、トンネル
が多数あります。トンネルの工事現場では、落盤や土砂崩れ、酸欠、火災などの重大な事故が起こることもあり、

安心・安全な労働環境の実現が求められている。
　このような課題に対して、WCP は、ソフトバンクが開発した「おでかけ 5G」（高い通信品質のサービスを局
地的に提供できる可搬型 5G 設備）を工事現場に設置し、5G ネットワークを構築して、センサーによるトンネ
ル工事現場のデータ収集と建設機械の遠隔操作に関する実証実験を行った。
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